
第９回 京都大学公共政策大学院・JIAM連携セミナー

東日本大震災と
今後の大災害への対応

　京都大学公共政策大学院と全国市町村国際文化研修所(JIAM）

では、毎年、両者の連携によりセミナーを開催してきました。

　第９回となる今回は、平成23年3月11日に発生した東日本大

震災において、消防庁長官として指揮を執られた久保信保氏

に、その時に何を判断し、どのように行動されたのか、また、当時

の様々な体験から、今後の大災害への対応はどうあるべきかを

テーマにお話をいただきます。

　また、京都大学公共政策大学院震災復興研究会では、院生の

自主活動として研究を行っています。セミナー当日に、その研究

成果の一部を報告いたします。

日 程 平成29年9月22日（金）13：30～（開場13：00）
会 場 京都大学  法経済学部本館１階法経第四教室

(教室は変更となる場合がございます)

住所 ： 京都市左京区吉田本町

対 象 本テーマに関心のある方々

申込方法 裏面をご覧ください

講演者

報告者

一般財団法人自治体衛星通信機構
理事長
元消防庁長官
（平成22年7月～平成24年9月）

京都大学公共政策大学院震災復興研究会メンバー

お問い合わせ

公益財団法人全国市町村研修財団

全国市町村国際文化研修所（JIAM） 教務部
〒520-0106 滋賀県大津市唐崎二丁目13－1

TEL 077-578-5932  FAX 077-578-5906
【e-mail】 renkei@jiam.jp　【ホームページ】 http://www.jiam.jp

久保 信保 氏

出町柳

※駐車場はございませんので、市バス他、公共交通機関をご利用ください。

神宮
丸太町

京都大学吉田キャンパス アクセス

今出川

JR京都駅からバスで約35分
地下鉄今出川駅からバスで約10分
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参加費 

無料



第９回 京都大学公共政策大学院・JIAM連携セミナー

講師紹介

久保 信保 氏 　一般財団法人自治体衛星通信機構 理事長、元消防庁長官

開催要項

平成29年9月22日(金)
13:30～16:10

【プログラム】 13:00～
13:30～
13:40～15:00
15:00～15:15
15:15～15:55
15:55～16:10

開場・受付
開会
講演（久保信保氏）
休憩
報告（京都大学公共政策大学院震災復興研究会）
閉会・事務連絡等

日程

場所

対象

京都大学 法経済学部本館１階法経第四教室 (教室は変更となる場合がございます)
住所：京都市左京区吉田本町（JR京都駅からバスで約35分／地下鉄烏丸線今出川駅からバスで約10分）
会場へのアクセスの詳細は下記アドレスからご確認ください。
http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/access/campus/yoshida/map6r_y/

申込方法

本テーマに関心のある方々のご参加をお待ちしております

参加費 無 料

申込期限 平成29年9月8日(金)まで

募集人数 100人 募集人数を大幅に上回るお申し込みをいただいた場合は、申込期限前に締め切らせていただく場合が
ありますので、予めご了承ください。

●JIAMホームページ（http://www.j iam.jp）から申込書をダウンロードし、メールにて申込専用アドレス
（renkei@jiam.jp）までお送りいただくか、下記の参加申込書により、全国市町村国際文化研修所教務部に
FAX（077-578-5906）してください。
●京都大学の院生及び学生の方は、京都大学公共政策大学院掛に持参又はFAX（075-753-3104)してください。
※このセミナーは、申込み後、全国市町村国際文化研修所の通常の研修で送付する受講決定通知等を送付しません。

● 上記については、都合により変更になることがありますので、予めご了承ください。                          
● 参加者によるセミナーの録音・写真撮影は、ご遠慮ください。                          
● 地球温暖化防止及び省エネルギーに資するため、「ノー上着・ノーネクタイ」などの軽装での参加を奨励しており、スタッフも軽装で執務しております。                          

第９回京都大学公共政策大学院・JIAM連携セミナー「東日本大震災と今後の大災害への対応」　参加申込書

この申込書でご提供いただいた個人情報は、今回のセミナー実施のために使用します。
なお、個人情報を集計して個人を特定できない統計資料を作成するために利用する場合があります。

【お問い合わせ】 全国市町村国際文化研修所　TEL. 077-578-5932　FAX. 077-578-5906

所　属
団体名

e-mail

電話番号

FAX番号

(記載例 ： 〇〇部〇〇課、〇〇学部･〇年生等)部　署

ふりがな

氏　名
参加者

上記のとおり、セミナーを申し込みます。

平成　　　年　　　月　　　日

全国市町村国際文化研修所学長 あて

　（　　　　歳）　（   男   ・   女   ）

　東京大学法学部卒業後、1975年 自治省に入省。 広島県税務課長・財政課長・総務部次長、自治省行政局行政課理事官
を務めたのち、広島県総務部長・教育長・副知事、自治省行政局振興課長、総務省自治行政局市町村課長、同行政課長等
を経て、2003 年1月 総務省大臣官房審議官（地方行政・地方公務員制度、選挙担当）、2005年1月 総務省選挙部長、2006 
年7月大臣官房総括審議官（政策企画担当）、 2007年7月 総務省自治財政局長。 2010年7月に消防庁長官に就任し、東日
本大震災では、消防の陣頭指揮を執る。2012年9月に消防庁長官を退官し、現在、一般財団法人自治体衛星通信機構理
事長、衆議院議員選挙区画定審議会会長代理。
　東日本大震災を始めとする消防庁長官在任中の様々な経験を将来に伝えるため、『我、かく闘えり 東日本大震災と
日本の消防』（近代消防社 2015年）を公刊。


